様式第１号

番　　　　　　号　
平成　年　月　日　

福島県知事　様

住　　所　　　　　　　　　　　　　
申請者　 名　　称　　　　　　　　　　　　　
代表者等名　　　　　　　　　　　　　　印

　　阿武隈地域風力発電事業者選定公募（本事業者選定公募）申請書
今般の公募に対し、「○○○○※事業名を記載」について別紙のとおり申請します。なお、申請にあたり下記事項について同意もしくは確約します。
記
１　本事業者への選定が風力発電事業の実現を保証するものではないこと。
２　風力発電事業者として事業を実施する場合、福島県再生可能エネルギー復興推進協議会と協定書を締結すること。
[bookmark: _GoBack]３　風力発電事業を実施するにあたり、地元住民・関係市町村・福島県へ説明を行い、了解を得た上で事業を行うこと。　
４　本事業の選定が取り消された場合、事業実施のために取得した許認可、権利等を後発事業者に譲渡するための手続きをとること。
５　事業を行うに当たり、最終的に公募要領の要件を満たさなかった場合や申請内容に虚偽があった場合もしくは申請内容と著しく異なる内容で事業を実施する場合には選定を取り消されること。
６　仮事業として選定されている場合で、本事業者として選定されなかった場合、事業実施のために取得した許認可、権利等を後発事業者に譲渡するための手続きをとること。　




様式第１号別紙１　申請者・担当者について

１　申請者概要
（１）名　　称：
（２）所 在 地：
（３）代 表 者：
（４）資 本 金：　　　　　　　　　　　　　　　円
（５）従業員数：                        　　　人
（６）会社概要：
（７）風力発電事業の実績：

２　担当者
（１）担当者連絡先１
・　会社名（フリガナ）	：○○○（○○）
・　所属部署名、役職	：○○部○○課　○長
・　氏名(フリガナ)　	：○○○○（○○○○）
・　電子メールアドレス	：○○○○＠○○.ｊｐ
・　電話番号		：○○○－○○○－○○○○
・　ファックス番号		：○○○－○○○－○○○○
・　郵便番号		：〒□□□－□□□□
・　住所			：○○○○○－○
（２）担当者連絡先２
・　会社名（フリガナ）	：○○○（○○）
・　所属部署名、役職	：○○部○○課　○長
・　氏名(フリガナ)　	：○○○○（○○○○）
・　電子メールアドレス	：○○○○＠○○.ｊｐ
・　電話番号		：○○○－○○○－○○○○
・　ファックス番号		：○○○－○○○－○○○○
・　郵便番号		：〒□□□－□□□□
・　住所			：○○○○○－○



様式第１号別紙２　事業名・事業予定地・発電事業者について

１　事業名　○○○○
※　風力発電事業の事業名を記載すること。

２　事業予定地　福島県○○町○○
　※　事業予定地の主な地番、地名等を記載すること。

３　発電事業者概要
（１）名　　称：
（２）所 在 地：福島県
（３）代 表 者：
（４）資 本 金：　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　上記のうち福島県内資本：　　　　　　　　円
（５）出 資 者：

※　特別目的会社（SPC）等を今後設立する場合には、設立予定の内容を記載すること。


様式第１号別紙３　事業計画

１　事業概要
（１）風 力 発 電 出 力 ：　　　　　　　　　　　　　ｋＷ（　　　　　　ｋＷ×　　　基）
（２）想定年間発電電力量：　　　　　　　　　　　　　ｋＷｈ／年（事業期間中の平均値）
　　①　発電量を算出するための根拠データ（風況データ）：
※「自社で風況調査実施」、「福島県より受領した○○社の風況データ」など記載すること。
　　　※県で公開している風況データ以外で、自社で風況観測塔等を設置し、自社で観測した風況データをもとに発電量を算出した場合には当該風況観測塔、風況データの概要資料を添付すること。
※県で公開している風況データまたは自社で観測した風況データ以外のデータを使用して発電量を算出した場合には発電量算出の手法を説明した資料を添付すること。
（３）着 工 予 定 年 月 ：　　　年　　　月
（４）運　 転　 期　 間 ：　　　年　　　月　～　　　　年　　　月　　
（５）概 略 総 事 業 費 ：　　　　　　　百万円
（６）風車配置計画図　　：図面（別紙のとおり）
　　　※　風車位置の座標を明らかにし、データで提出すること。
（７）事業実施予定スケジュール：工程表（別紙のとおり）
（８）事業の実施体制　　　　　：事業実施体制図、発電所管理体制図（別紙のとおり）
（９）収支計画（２０年間）　　：収支計算書（別紙のとおり）

２　放射性物質の飛散防止・流出防止策
　※事業実施区域が避難指示区域等に隣接している場合には、その対応策を必ず記載すること。
　※本欄に書ききれない場合は資料別紙として差し支えない。


３　地元住民への説明、合意形成の方法等
　※住民説明会の開催方法、スケジュール等を記載すること。
　※地元住民への説明を行っている場合には開催概要を示した資料、地元住民へお知らせした開催通知等の写し（市町村の広報誌の写し、HP掲載画面を印刷したもの等）や議事録を添付記載すること。
　※本欄に書ききれない場合は資料別紙として差し支えない。

様式第１号別紙４　地元貢献策

１　発電事業者の資本金・事業費調達予定について
（１）発電事業者資本
	発電事業者資本金
	　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　

	資本金内訳
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○株式会社

	
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○株式会社

	
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○株式会社


　
（２）事業費調達予定
	概略総事業費
	　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　

	調達先
	　　　　　　　　　　　　　円
	自己資金

	
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○銀行

	
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○銀行

	
	　　　　　　　　　　　　　円
	○○株式会社



　　
２　地元貢献策
※　本欄に書ききれない場合は別紙資料として差し支えない。

様式第１号別紙５　環境影響評価法の配慮書手続きにおける意見への対応

１　意見に対する対応策・見解について
　　※　事業者の対応策・見解を記載すること







【申請書添付書類】
次の資料を添付してください。
添付１－１　申請者の定款及び登記簿謄本（履歴事項全部証明書（過去3ヶ月以内に発行されたもの））
※申請者が特別目的会社(SPC)等の場合には主たる出資者の定款及び登記簿謄本も提出すること。
添付１－２　申請者の財務諸表（過去3年分）
※申請者が特別目的会社(SPC)等の場合には主たる出資者の財務諸表も提出すること。
添付１－３　風力発電事業の実績を説明した資料（実績がある場合）
添付２－１　特別目的会社（ＳＰＣ）等（設立予定の場合も含む）当該ＳＰＣの概要がわかる資料
※SPCへの出資者、出資額等を記載すること。
添付３－１　風車配置計画図
添付３－２　工程表
添付３－３　事業実施体制図、発電所管理体制図
添付３－４　発電事業の収支計算書（20年間）


【データで提出する資料】
１　風車位置の座標データ（googleマップで読み込むことが可能なデータとすること。）
２　送付先
福島県島県企画調整部エネルギー課 風力発電担当
re_energy@pref.fukushima.lg.jp
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